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平成20年9月26日 

各位 

                    会社名  株式会社 プラコー 

代表者  代表取締役会長兼社長 高寺 茂覚 

                （JASDAQ・コード6347） 

                     問合せ先 専務取締役 秦 範男 
                  ＴＥＬ  048－798－0222 

 
 
 
 

（訂正）平成20年３月期決算短信（非連結）の訂正について 
 
 
 
 

当社は、平成20年8月29日に公表いたしました「売上計上基準の変更及び過年度決算短信等の訂正につい

て」において、過去5期分の決算短信（平成16年3月期から平成18年3月期までは連結、平成19年3月期から平

成20年3月期までは非連結）および中間決算短信（連結）（平成16年3月中間期から平成18年3月中間期まで

は連結、平成19年3月中間から平成20年3月中間までは非連結）を訂正することを公表し、その概要をお知ら

せしております。 
また当事業年度において、機械代のクレーム賠償金を支払った時の科目処理が誤っていたことと、費用の計上時期が

ずれていたことが判明いたしました。 

このたび、過年度決算の具体的な訂正内容が確定いたしましたので、平成20年5月20日に発表いたしまし

た「平成20年3月期 決算短信（非連結）」を次ページ以降記載のとおり訂正いたします。 

なお、訂正箇所につきましては、訂正前と訂正後をそれぞれ添付し、訂正箇所には____（アンダーライ

ン）を付して表示しております。 

 

 

以上
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［訂正前］ 

平成20年 3月期 決算短信(非連結)  

 

 

平成20年5月20日 
上 場 会 社 名 株式会社 プラコー 上場取引所 JQ 
 
コ ー ド 番 号 6347 URL http://www.placo.co.jp 
 
代  表  者 (役職名)代表取締役会長兼社長 (氏名) 高寺 茂覚  
問合せ先責任者 (役職名)経理部長 (氏名) 前島 均 TEL (048)798－0222
 
定時株主総会開催予定日 平成20年 6月27日   

有価証券報告書提出予定日 平成20年 6月30日   
 
 (百万円未満切捨て)

1. 20年 3月期の業績（平成19年 4月 1日～平成20年 3月31日） 

(1) 経営成績 (％表示は対前期増減率)
 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年 3月期 3,865 (  17.0) 79 (△43.8) 17 (△77.2) 17 (31.6) 

19年 3月期 3,303 (△10.8) 142 ( 143.6) 78 ( 894.3) 13 ( ― ) 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後  
１株当たり 
当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

20年 3月期 2 23 ― ― 2.8 0.5 2.1 

19年 3月期 1 70 ― ― 2.1 2.2 4.3 
 

(参考) 持分法投資損益 20年3月期 ―百万円 19年3月期 ―百万円

 

(2) 財政状態 
 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 百万円 百万円 ％ 円 銭

20年 3月期 3,613 625 17.3 79 53 

19年 3月期 3,557 647 18.2 82 36 
 

(参考) 自己資本 20年3月期 625百万円 19年3月期 647百万円

 

(3) キャッシュ・フローの状況 
 

 
営業活動による 

    キャッシュ・フロ
ー 

投資活動による 
    キャッシュ・フロ

ー 

財務活動による 
    キャッシュ・フロ

ー 

現金及び現金同等物
    期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

20年 3月期 131 △19 92 453 

19年 3月期 △156 30 21 250 

 

2. 配当の状況 

 １株当たり配当金 

(基準日) 
第１ 

    四半期
末 

中間期末 
第３ 

    四半期
末 

期末 年間 

配当金総額 
    (年間) 

配当性向 
純資産 
配当率 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年 3月期 ― ― ― ― ― ― ― ― 0 0 ― ― ―

19年 3月期 ― ― ― ― ― ― ― ― 0 0 ― ― ―

21年3月期(予想) ― ― ― ― ― ― ― ― 0 0 ― ― ―
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［訂正後］ 

平成20年 3月期 決算短信(非連結)  

 

 

平成20年9月26日 
上 場 会 社 名 株式会社 プラコー 上場取引所 JQ 
 
コ ー ド 番 号 6347 URL http://www.placo.co.jp 
 
代  表  者 (役職名)代表取締役会長兼社長 (氏名) 高寺 茂覚  
問合せ先責任者 (役職名)経理部長 (氏名) 前島 均 TEL (048)798－0222
 
定時株主総会開催予定日 平成20年 6月27日   

有価証券報告書提出予定日 平成20年 6月30日   
 
 (百万円未満切捨て)

1. 20年 3月期の業績（平成19年 4月 1日～平成20年 3月31日） 

(1) 経営成績 (％表示は対前期増減率)
 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年 3月期 3,522 (3.4) △2 (―) △64 (―) △97 (―) 

19年 3月期 3,403 (△7.5) 187 (223.2) 123 (△1,553.5) 58 (―) 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後
    １株当たり
    当期純利益

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
    経常利益率 

売上高 
営業利益率 

 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

20年 3月期 △12 35 ― ― △18.7 △1.8 △0.1 

19年 3月期 7 44 ― ― 10.4 3.6 5.5 
 

(参考) 持分法投資損益 20年3月期 ―百万円 19年3月期 ―百万円

 

(2) 財政状態 
 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 百万円 百万円 ％ 円 銭

20年 3月期 3,544 451 12.7 57 40 

19年 3月期 3,544 588 16.6 74 83 
 

(参考) 自己資本 20年3月期 451百万円 19年3月期 588百万円

 

(3) キャッシュ・フローの状況 
 

 
営業活動による 

    キャッシュ・フロ
ー 

投資活動による 
    キャッシュ・フロ

ー 

財務活動による 
    キャッシュ・フロ

ー 

現金及び現金同等物
    期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

20年 3月期 131 △19 92 453 

19年 3月期 △159 30 21 250 

 

2. 配当の状況 

 １株当たり配当金 

(基準日) 
第１ 

    四半期
末 

中間期末 
第３ 

    四半期
末 

期末 年間 

配当金総額 
    (年間) 

配当性向 
純資産 
配当率 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年 3月期 ― ― ― ― ― ― ― ― 0 0 ― ― ―

19年 3月期 ― ― ― ― ― ― ― ― 0 0 ― ― ―

21年3月期(予想) ― ― ― ― ― ― ― ― 0 0 ― ― ―
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［訂正前］ 

１ 経営成績 

(1) 経営成績に関する分析 

当期におけるわが国経済は、前半は好調な企業収益を背景に景気は穏やかな回復が見込まれまし

たが、後半は原油価格の高騰や、米国でのサプライムローン問題を発端とした金融市場の混迷によ

る株価の下落や為替の変動などにより、景気の先行きに不透明感が増してきました。 

当社の関連するプラスチック加工業界は、原油価格の高騰や環境問題もあり、また、生産のグロー

バル化等、厳しい状況でありました。反面、リサイクル装置は環境問題もあり比較的好調でした。 

このような状況の中で、当社は、販売面では商品アピールの為の展示会や、顧客への積極的なセー

ルスを行い、また、生産面では、内製化や主要仕入先との協力体制の強化や海外調達などの見直し

を行い、生産コストの低減を行いました。しかしながら、ユーロ圏から輸入しているリサイクル装

置の為替変動によるコスト増加や、当期上市した新型ブロー成形機の開発費やユーザーからの要求

による改良コストが予想を超えたこと等により減益になりました。 

以上の結果、当事業年度の業績は、売上高３８億６千５百万円（前期比17.0％増）、営業利益７千

９百万円（前期比43.8％減）、経常利益は１千７百万円（前期比77.2％減）当期純利益は１千７百

万円（前期比31.6％増）となりました。 

 なお、営業利益及び経常利益が減少した要因は大型機等の開発コストや輸入機の為替レートの変

動によるものです。 

当事業年度の事業部門ごとの営業概況はつぎのとおりであります。 

 

[インフレーション成形機事業] 

インフレーション成形機事業につきましては、原料価格の高騰により全体的には需要は厳しい

状況でした。但し、一部高機能フィルムや大型機の需要がありました。 

この結果、売上高は前期比21.1％増の15億1千2百万円となりました。 

 

[ブロー成形機事業] 

ブロー成形機事業につきましては、前半は大型機の販売や自動車関連の部品製作機が好調でし

たが、後半は加工メーカーの生産体制の海外移行などにより、全体的には売上高は減少しました。 

この結果、売上高は前期比17.8％減の10億6千5百万円となりました。 

 

[リサイクル装置事業] 

リサイクル装置事業については、環境がますます重要視されその対応が増すなかで、大型の一

軸万能破砕機やプラスチック原料の高騰によるペレット再生機が増加しました。 

この結果、売上高は前期比134.7％増の8億9千8百万円となりました。 

 

[メンテナンス事業]  

メンテナンス事業については、部品等の販売でありますが、好調に推移しております。 

この結果、売上高は前期比3.7％増の3億8千8百万円となりました。 
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［訂正後］ 

１ 経営成績 

(1) 経営成績に関する分析 

当期におけるわが国経済は、前半は好調な企業収益を背景に景気は穏やかな回復が見込まれまし

たが、後半は原油価格の高騰や、米国でのサプライムローン問題を発端とした金融市場の混迷によ

る株価の下落や為替の変動などにより、景気の先行きに不透明感が増してきました。 

当社の関連するプラスチック加工業界は、原油価格の高騰や環境問題もあり、また、生産のグロー

バル化等、厳しい状況でありました。反面、リサイクル装置は環境問題もあり比較的好調でした。 

このような状況の中で、当社は、販売面では商品アピールの為の展示会や、顧客への積極的なセー

ルスを行い、また、生産面では、内製化や主要仕入先との協力体制の強化や海外調達などの見直し

を行い、生産コストの低減を行いました。しかしながら、ユーロ圏から輸入しているリサイクル装

置の為替変動によるコスト増加や、当期上市した新型ブロー成形機の開発費やユーザーからの要求

による改良コストが予想を超えたこと等により減益になりました。 

以上の結果、当事業年度の業績は、売上高３５億２千２百万円（前期比3.5％増）、営業損失２百万

円、経常損失は６千４百万円、当期純損失は９千７百万円となりました。 

 なお、営業損失及び経常損失となった要因は大型機等の開発コストや輸入機の為替レートの変動

に加え、売上が翌期にずれ、減少したことによるものです。 

当事業年度の事業部門ごとの営業概況はつぎのとおりであります。 

 

[インフレーション成形機事業] 

インフレーション成形機事業につきましては、原料価格の高騰により全体的には需要は厳しい

状況でした。但し、一部高機能フィルムや大型機の需要がありました。 

この結果、売上高は前期比6.6％増の13億8千1百万円となりました。 

 

[ブロー成形機事業] 

ブロー成形機事業につきましては、前半は大型機の販売や自動車関連の部品製作機が好調でし

たが、後半は加工メーカーの生産体制の海外移行などにより、全体的には売上高は減少しました。 

この結果、売上高は前期比12.9％減の10億6千1百万円となりました。 

 

[リサイクル装置事業] 

リサイクル装置事業については、環境がますます重要視されその対応が増すなかで、大型の一

軸万能破砕機やプラスチック原料の高騰によるペレット再生機が増加しました。 

この結果、売上高は前期比34.3％増の6億9千万円となりました。 

 

[メンテナンス事業]  

メンテナンス事業については、部品等の販売でありますが、好調に推移しております。 

この結果、売上高は前期比3.7％増の3億8千8百万円となりました。 
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［訂正前］ 

 (2) 財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

当事業年度末の総資産は36億1千3百万円となり、前事業年度と比較して5千5百万円増加いた

しました。流動資産は24億3百万円となり、前事業年度末と比べ5千2百万円増加いたしました。

主な要因は、現金及び預金(1億8千4百万円)、売上債権（9千3百万円）の増加及びたな卸資産

（3億2百万円)の減少によるものです。固定資産は12億9百万円となり、前事業年度末と比較し2

百万円増加いたしました。主な要因は、機械及び装置の増加(6千2百万円)及び投資有価証券(6

千1百万円)の減少によるものです。 

 当事業年度末における負債の額は、29億8千8百万円となり、前事業年度末と比べ7千8百万円

増加いたしました。主な要因は、長期借入金(1億円)の増加はありましたが、仕入債務(9千8百

万円)の減少によるものであります。 

 当事業年度末における純資産の部は、6億2千5百万円となりました。主な要因は、当期純利益

(1千7百万円)、その他有価証券評価差額金の減少(3千9百万円)です。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」と言う。）は、営業活動による資金

は、1億3千1百万円、財務活動により9千2百万円それぞれ増加となりましたが、投資活動により資

金が1千9百万円減少となりました。前事業年度末に比べ2億3百万円の増加となり、当事業年度末

には4億5千3百万円となりました。 

 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権1億1百万円の増加及び仕入債務1億1千5百万

円の支払いによる減少がありましたが、たな卸資産が2億5千1減少したことにより、1億3千1百

万円の収入となりました。 

 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得などにより、1千9百万円の支出

となりました。 

 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金3億5千万円の調達はあり、また、短期借

入金及び1年以内長期借入金の返済があったことにより9千2百万円の増加となりました。 
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［訂正後］ 

 (2) 財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

当事業年度末の総資産は35億4千4百万円となり、前事業年度と比較して0.4百万円減少いたし

ました。流動資産は23億3千4百万円となり、前事業年度末と比べ3百万円減少いたしました。主

な要因は、現金及び預金(1億8千4百万円)の増加及び売上債権(2億3百万円)の減少によるもので

す。固定資産は12億9百万円となり、前事業年度末と比較し2百万円増加いたしました。主な要

因は、機械及び装置の増加(6千2百万円)及び投資有価証券(6千1百万円)の減少によるものです。 

 当事業年度末における負債の額は、30億9千3百万円となり、前事業年度末と比べ1億3千6百万

円増加いたしました。主な要因は、長期借入金(1億円)の増加はありましたが、仕入債務(9千8

百万円)の減少によるものであります。 

 当事業年度末における純資産の部は、4億5千1百万円となりました。主な要因は、当期純損失

(9千7百万円)、その他有価証券評価差額金の減少(3千9百万円)です。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」と言う。）は、営業活動による資金

は、1億3千1百万円、財務活動により9千2百万円それぞれ増加となりましたが、投資活動により資

金が1千9百万円減少となりました。前事業年度末に比べ2億3百万円の増加となり、当事業年度末

には4億5千3百万円となりました。 

 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入債務1億1千5百万円の支払いによる減少がありま

したが、売上債権2億5千8百万円及びたな卸資産が4百万円減少しました。 

この結果、2億9千万円の増加となりました。 

 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得などにより、1千9百万円の支出

となりました。 

この結果、投資活動全体として前事業年度と比べて支出が5千3百万円の増加となりました。 

 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金3億5千万円の調達はあり、また、短期借

入金及び1年以内長期借入金の返済があったことにより9千2百万円の増加となりました。 

この結果、財務活動全体として前事業年度と比べて支出が7千万円の増加となりました。 
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［訂正前］ 

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期 平成20年3月期

自己資本比率 16.9 18.6 18.1 18.2 12.7

時価ベースの自己資本比率 24.4 29.1 39.7 43.5 42.6

キャッシュ・フロー対有利子 
    負債比率 

― ― ― ― 12.4

インタレスト・カバレッジ・ 
    レシオ 

― ― ― ― 1.8

(注1)  自己資本比率            ：自己資本／総資本 

  時価ベースの自己資本比率      ：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・ガバレッジ・レシオ  ：キャッシュ・フロー／利払い 

  (注1)株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

(注2)キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しています。 

(注3)有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象とし

てい 

ます。 

(注2) 平成18年3月期まで連結財務諸表を作成しておりましたが、子会社がなくなったため平成19年3月期より連

結 

 財務諸表を作成しておりません。したがって、キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・

ガバ 

 レッジ・レシオは、平成19年3月期より記載しておりますが、平成19年3月期は営業キャッシュ・フローが

マイナスのため記載しておりません。 
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［訂正後］ 

 (参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期 平成20年3月期

自己資本比率 13.0 16.0 15.7 16.6 12.7

時価ベースの自己資本比率 25.6 29.4 41.0 43.7 43.5

キャッシュ・フロー対有利子 
    負債比率 

― ― ― ― ―

インタレスト・カバレッジ・ 
    レシオ 

― ― ― ― ―

(注1)  自己資本比率            ：自己資本／総資本 

  時価ベースの自己資本比率      ：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・ガバレッジ・レシオ  ：キャッシュ・フロー／利払い 

  (注1)株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

(注2)キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しています。 

(注3)有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象とし

てい 

ます。 

(注2) 平成18年3月期まで連結財務諸表を作成しておりましたが、子会社がなくなったため平成19年3月期より連

結 

 財務諸表を作成しておりません。したがって、キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・

ガバ 

 レッジ・レシオは、平成19年3月期より記載しておりますが、平成19年3月期は営業キャッシュ・フローが

マイナスのため記載しておりません。 
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［訂正前］ 

４ 財務諸表 

(1) 貸借対照表 

 

  
前事業年度 

(平成19年３月31日) 

当事業年度 

(平成20年３月31日) 
比較増減 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

 １ 現金及び預金 ※１ 569,100 753,613   

 ２ 受取手形 
※１ 

※４ 
68,438 156,924   

 ３ 売掛金 ※１ 1,081,160 1,086,404   

 ４ 製品  427,966 154,498   

 ５ 原材料  163,110 150,877   

 ６ 仕掛品  58,021 41,581   

 ７ 貯蔵品  6,966 6,654   

 ８ 前渡金  11,057 28,462   

 ９ 前払費用  12,122 19,977   

 10 未収入金  6,212 3,434   

 11 その他  4,214 2,103   

   貸倒引当金  △57,469 △681   

   流動資産合計  2,350,902 66.1 2,403,849 66.5  52,947

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

 (1) 建物 ※１ 726,199 727,609   

    減価償却累計額  553,848 172,350 565,421 162,187   

 (2) 構築物  107,799 115,869   

    減価償却累計額  89,684 18,114 92,300 23,569   

 (3) 機械及び装置  410,047 478,822   

    減価償却累計額  358,100 51,947 364,604 114,217   

 (4) 車輌及び運搬具  6,281 6,281   

    減価償却累計額  5,931 350 6,021 260   

 (5) 工具器具及び備品  119,134 121,268   

    減価償却累計額  107,330 11,804 110,082 11,186   

 (6) 土地 
※１ 

※２ 
735,809 735,809   

   有形固定資産合計  990,377 27.8 1,047,231 29.0  56,853

    

 

 

 

 



 

―11― 

［訂正後］ 

４ 財務諸表 

(1) 貸借対照表 

 

  
前事業年度 

(平成19年３月31日) 

当事業年度 

(平成20年３月31日) 
比較増減 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

 １ 現金及び預金 ※１ 569,100 753,613   

 ２ 受取手形 
※１ 

※４ 
68,438 156,924   

 ３ 売掛金 ※１ 944,763 647,086   

 ４ 製品  550,967 524,748   

 ５ 原材料  163,110 150,877   

 ６ 仕掛品  58,021 41,581   

 ７ 貯蔵品  6,966 6,654   

 ８ 前渡金  11,057 28,462   

 ９ 前払費用  12,122 19,977   

 10 未収入金  6,212 3,434   

 11 その他  4,214 2,103   

   貸倒引当金  △56,746 △505   

   流動資産合計  2,338,228 66.0 2,334,957 65.9  3,270

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

 (1) 建物 ※１ 726,199 727,609   

    減価償却累計額  553,848 172,350 565,421 162,187   

 (2) 構築物  107,799 115,869   

    減価償却累計額  89,684 18,114 92,300 23,569   

 (3) 機械及び装置  410,047 478,822   

    減価償却累計額  358,100 51,947 364,604 114,217   

 (4) 車輌及び運搬具  6,281 6,281   

    減価償却累計額  5,931 350 6,021 260   

 (5) 工具器具及び備品  119,134 121,268   

    減価償却累計額  107,330 11,804 110,082 11,186   

 (6) 土地 
※１ 

※２ 
735,809 735,809   

   有形固定資産合計  990,377 27.9 1,047,231 29.5  56,853
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［訂正前］ 
  

  
前事業年度 

(平成19年３月31日) 

当事業年度 

(平成20年３月31日) 
比較増減 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

２ 無形固定資産    

 (1) 電話加入権  72 72   

   無形固定資産合計  72 0.0 72 0.0  ―

３ 投資その他の資産    

 (1) 投資有価証券 ※１ 146,959 85,902   

 (2) 長期前払費用  9,286 8,125   

 (3) 保証金  8,121 8,870   

 (4) 長期未収入金  3,600 3,360   

  (5) 会員権等  90,489 89,953   

  (6) その他  44,603 57,804   

   貸倒引当金  △86,862 △91,849   

   投資その他の資産合計  216,198 6.1 162,166 4.5  △54,031

   固定資産合計  1,206,648 33.9 1,209,470 33.5  2,822

   資産合計  3,557,550 100.0 3,613,320 100.0  55,770

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

 １ 支払手形 ※４ 481,670 474,017   

 ２ 買掛金  473,587 383,003   

 ３ 短期借入金 ※１ 799,200 738,100   

 ４ 一年内に返済予定の 

   長期借入金 
※１ 190,729 244,230   

 ５ 未払金  45,752 54,310   

 ６ 未払費用  18,939 23,665   

 ７ 未払法人税等  8,802 9,128   

 ８ 未払消費税等  11,444 41,390   

 ９ 前受金  1,472 56,479   

 10 預り金  6,561 7,773   

 11 賞与引当金  16,694 20,876   

 12 その他  472 3,390   

   流動負債合計  2,055,326 57.8 2,056,366 56.9  1,040
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［訂正後］ 
  

  
前事業年度 

(平成19年３月31日) 

当事業年度 

(平成20年３月31日) 
比較増減 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

２ 無形固定資産    

 (1) 電話加入権  72 72   

   無形固定資産合計  72 0.0 72 0.0  ―

３ 投資その他の資産    

 (1) 投資有価証券 ※１ 146,959 85,902   

 (2) 長期前払費用  9,286 8,125   

 (3) 保証金  8,121 8,870   

 (4) 長期未収入金  3,600 3,360   

  (5) 会員権等  90,489 89,953   

  (6) その他  44,603 57,804   

   貸倒引当金  △86,862 △91,849   

   投資その他の資産合計  216,198 6.1 162,166 4.6  △54,031

   固定資産合計  1,206,648 34.0 1,209,470 34.1  2,822

   資産合計  3,544,876 100.0 3,544,428 100.0  △448

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

 １ 支払手形 ※４ 481,670 474,017   

 ２ 買掛金  473,587 383,003   

 ３ 短期借入金 ※１ 799,200 738,100   

 ４ 一年内に返済予定の 

   長期借入金 
※１ 190,729 244,230   

 ５ 未払金  45,752 74,310   

 ６ 未払費用  17,996 20,784   

 ７ 未払法人税等  8,802 9,128   

 ８ 未払消費税等  2,246 15,627   

 ９ 前受金  58,222 170,196   

 10 預り金  6,561 7,773   

 11 賞与引当金  16,694 20,876   

 12 その他  472 3,390   

   流動負債合計  2,101,936 59.3 2,161,438 61.0  59,502
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［訂正前］ 
  

  
前事業年度 

(平成19年３月31日) 

当事業年度 

(平成20年３月31日) 
比較増減 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

Ⅱ 固定負債    

 １ 長期借入金 ※１ 539,413 640,182   

 ２ 退職給付引当金  107,125 109,896   

 ３ 繰延税金負債  27,372 1,217   

 ４ 再評価に係る 

   繰延税金負債 
※２ 180,593 180,593   

   固定負債合計  854,504 24.0 931,889 25.8  77,385

   負債合計  2,909,830 81.8 2,988,256 82.7  78,425

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

 １ 資本金  1,205,000 1,205,000   ―

 ２ 資本剰余金    

     資本準備金  3,441 3,441   

    資本剰余金合計  3,441 3,441   ―

 ３ 利益剰余金    

     その他利益剰余金    

     繰越利益剰余金  △864,594 △846,986   

    利益剰余金合計  △864,594 △846,986   17,607

 ４ 自己株式  △2,929 △3,925   △996

   株主資本合計  340,918 9.6 357,529 9.9  16,611

Ⅱ 評価・換算差額等    

 １ その他有価証券評価 

   差額金 
 40,380 1,114   △39,266

 ２ 土地再評価差額金 ※２ 266,419 266,419   ―

   評価・換算差額等合計  306,800 8.6 267,534 7.4  △39,266

   純資産合計  647,719 18.2 625,064 17.3  △22,655

   負債純資産合計  3,557,550 100.0 3,613,320 100.0  55,770
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［訂正後］ 
  

  
前事業年度 

(平成19年３月31日) 

当事業年度 

(平成20年３月31日) 
比較増減 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

Ⅱ 固定負債    

 １ 長期借入金 ※１ 539,413 640,182   

 ２ 退職給付引当金  107,125 109,896   

 ３ 繰延税金負債  27,372 1,217   

 ４ 再評価に係る 

   繰延税金負債 
※２ 180,593 180,593   

   固定負債合計  854,504 24.1 931,889 26.3  77,385

   負債合計  2,956,440 83.4 3,093,328 87.3  136,888

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

 １ 資本金  1,205,000 1,205,000   ―

 ２ 資本剰余金    

     資本準備金  3,441 3,441   

    資本剰余金合計  3,441 3,441   ―

 ３ 利益剰余金    

     その他利益剰余金    

     繰越利益剰余金  △923,877 △1,020,951   

    利益剰余金合計  △923,877 △1,020,951   △97,074

 ４ 自己株式  △2,929 △3,925   △996

   株主資本合計  281,635 7.9 183,564 5.2  △98,070

Ⅱ 評価・換算差額等    

 １ その他有価証券評価 

   差額金 
 40,380 1,114   △39,266

 ２ 土地再評価差額金 ※２ 266,419 266,419   ―

   評価・換算差額等合計  306,800 8.7 267,534 7.5  △39,266

   純資産合計  588,435 16.6 451,099 12.7  △137,336

   負債純資産合計  3,544,876 100.0 3,544,428 100.0  △448
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［訂正前］ 

 (2) 損益計算書 

 

  

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

比較増減 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

百分比

(％) 
金額(千円) 

百分比 

(％) 
金額(千円) 

Ⅰ 売上高    

 １ 製品売上高  3,303,050 3,303,050 100.0 3,865,054 3,865,054 100.0  562,004

Ⅱ 売上原価 ※１   

 １ 期首製品たな卸高  198,766 427,966   

 ２ 当期製品製造原価  2,635,427 2,767,809   

 ３ 他勘定受入高 ※２ 590 14,000   

   合計  2,834,783 3,209,776   

 ４ 期末製品たな卸高  427,966 154,498   

 ５ 他勘定振替高 ※３ 29,604 2,377,212 72.0 64,869 2,990,407 77.4  613,195

   売上総利益  925,837 28.0 874,646 22.6  △51,190

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

 １ 運賃荷造費  142,215 141,717   

 ２ 販売手数料  2,340 7,013   

 ３ 貸倒引当金繰入額  29,964 440   

 ４ 役員報酬  52,419 56,318   

 ５ 給与手当・賞与  232,541 242,934   

 ６ 退職金  4,806 4,848   

 ７ 退職給付費用  15,888 10,934   

 ８ 賞与引当金繰入額  8,397 11,448   

 ９ 旅費交通費  59,553 63,916   

 10 減価償却費  2,749 4,122   

 11 その他 ※６ 232,826 783,702 23.7 251,081 794,775 20.5  11,074

   営業利益  142,135 4.3 79,871 2.1  △62,264

Ⅳ 営業外収益    

 １ 受取利息  2,405 4,312   

 ２ 受取配当金  2,613 2,173   

 ３ スクラップ売却収入  ― 3,470   

 ４ 事務手数料  645 624   

 ５ 雑収入  4,018 9,683 0.3 1,229 11,810 0.3  2,126
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［訂正後］ 

 (2) 損益計算書 

 

  

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

比較増減 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

百分比

(％) 
金額(千円) 

百分比 

(％) 
金額(千円) 

Ⅰ 売上高    

 １ 製品売上高  3,403,700 3,403,700 100.0 3,522,304 3,522,304 100.0  118,604

Ⅱ 売上原価 ※１   

 １ 期首製品たな卸高  372,830 550,967   

 ２ 当期製品製造原価  2,639,357 2,765,870   

 ３ 他勘定受入高 ※２ 590 ―   

   合計  3,012,778 3,316,838   

 ４ 期末製品たな卸高  550,967 524,748   

 ５ 他勘定振替高 ※３ 29,604 2,432,206 71.5 50,869 2,741,220 77.8  309,014

   売上総利益  971,494 28.5 781,084 22.2  △190,409

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

 １ 運賃荷造費  142,215 141,717   

 ２ 販売手数料  2,340 7,013   

 ３ 貸倒引当金繰入額  30,525 440   

 ４ 役員報酬  52,419 56,318   

 ５ 給与手当・賞与  232,541 242,934   

 ６ 退職金  4,806 4,848   

 ７ 退職給付費用  15,888 10,934   

 ８ 賞与引当金繰入額  8,397 11,448   

 ９ 旅費交通費  59,553 63,916   

 10 減価償却費  2,749 4,122   

 11 その他 ※６ 232,826 784,263 23.0 239,653 783,347 22.2  △916

   営業利益  187,230 5.5 △2,263 0.0  △189,493

Ⅳ 営業外収益    

 １ 受取利息  2,405 4,312   

 ２ 受取配当金  2,613 2,173   

 ３ スクラップ売却収入  ― 3,470   

 ４ 事務手数料  645 624   

 ５ 雑収入  4,018 9,683 0.3 1,229 11,810 0.3  2,126
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［訂正前］ 
  

  

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

比較増減 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

百分比

(％) 
金額(千円) 

百分比 

(％) 
金額(千円) 

Ⅴ 営業外費用    

 １ 支払利息  51,415 57,779   

 ２ 手形売却損  14,448 14,409   

 ３ 事務手数料  3 3   

 ４ 為替差損  5,718 ―   

 ５ 雑支出  1,460 73,046 2.2 1,510 73,703 1.9  656

   経常利益  78,771 2.4 17,978 0.5  △60,794

Ⅵ 特別利益    

 １ 固定資産売却益 ※４ 106 ―   

 ２ ゴルフ会員権 

   貸倒引当金戻入益 
 580 ―   

 ３ 貸倒引当金戻入益  ― 686 0.0 8,005 8,005 0.2  7,319

Ⅶ 特別損失    

 １ たな卸資産除却損 ※３ 6,667 ―   

 ２ たな卸資産評価損 ※３ 27,103 ―   

 ３ 固定資産除却損 ※５ 20 562   

 ４ 抱合せ株式消滅差損  24,829 ―   

 ５ 貸倒引当金繰入額  463 ―   

 ６ ゴルフ会員権 

   貸倒引当金繰入額 
 ― 910   

 ７ 役員特別退職金  800 ―   

 ８ その他の特別損失  ― 59,883 1.8 166 1,638 0.1  △58,245

   税引前当期純利益  19,575 0.6 24,346 0.6  4,769

   法人税、住民税 

   及び事業税 
 6,195 6,739   

   法人税等調整額  ― 6,195 0.2 ― 6,739 0.1  

   当期純利益  13,379 0.4 17,607 0.5  4,226
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［訂正後］ 
  

  

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

比較増減 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

百分比

(％) 
金額(千円) 

百分比 

(％) 
金額(千円) 

Ⅴ 営業外費用    

 １ 支払利息  51,415 57,779   

 ２ 手形売却損  14,448 14,409   

 ３ 事務手数料  3 3   

 ４ 為替差損  5,718 ―   

 ５ 雑支出  1,460 73,046 2.2 1,510 73,703 2.1  656

   経常利益  123,867 3.6 △64,155 △1.8  △188,022

Ⅵ 特別利益    

 １ 固定資産売却益 ※４ 106 ―   

 ２ ゴルフ会員権 

   貸倒引当金戻入益 
 580 ―   

 ３ 貸倒引当金戻入益  ― 686 0.0 7,458 7,458 0.2  6,772

Ⅶ 特別損失    

 １ たな卸資産除却損 ※３ 6,667 ―   

 ２ たな卸資産評価損 ※３ 27,103 ―   

 ３ 固定資産除却損 ※５ 20 562   

 ４ 抱合せ株式消滅差損  24,829 ―   

 ５ 貸倒引当金繰入額  463 ―   

 ６ ゴルフ会員権 

   貸倒引当金繰入額 
 ― 910   

 ７ 役員特別退職金  800 ―   

 ８ クレーム賠償金  ― 32,000   

 ９ その他の特別損失  ― 59,883 1.7 166 33,638 1.0  △26,245

   税引前当期純利益  64,670 1.9 △90,335 △2.6  △155,005

   法人税、住民税 

   及び事業税 
 6,195 6,739   

   法人税等調整額  ― 6,195 0.2 ― 6,739 0.2  

   当期純利益  58,475 1.7 △97,074 △2.8  △155,549
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［訂正前］ 

 (3) 株主資本等変動計算書 

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
株主資本 

資本剰余金  
資本金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(千円) 1,205,000 3,441 3,441 

事業年度中の変動額  

 当期純利益  

 自己株式の取得  

 株主資本以外の項目の 
     事業年度中の変動額(純額) 

 

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ― 

平成19年３月31日残高(千円) 1,205,000 3,441 3,441 

 

株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金
 

繰越利益剰余金
利益剰余金合計

自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(千円) △877,974 △877,974 △2,598 327,869 

事業年度中の変動額  

 当期純利益 13,379 13,379 13,379 

 自己株式の取得 △330 △330 

 株主資本以外の項目の 
     事業年度中の変動額(純額) 

 

事業年度中の変動額合計(千円) 13,379 13,379 △330 13,049 

平成19年３月31日残高(千円) △864,594 △864,594 △2,929 340,918 

 

評価・換算差額等 

 その他 
    有価証券 
    評価差額金

土地再評価 
    差額金 

評価・換算 
    差額等合計

純資産合計 

平成18年３月31日残高(千円) 47,411 266,419 313,830 641,700 

事業年度中の変動額  

 当期純利益 13,379 

 自己株式の取得 △330 

 株主資本以外の項目の 
     事業年度中の変動額(純額) 

△7,030 △7,030 △7,030 

事業年度中の変動額合計(千円) △7,030 ― △7,030 6,019 

平成19年３月31日残高(千円) 40,380 266,419 306,800 647,719 
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［訂正後］ 

 (3) 株主資本等変動計算書 

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
株主資本 

資本剰余金  
資本金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(千円) 1,205,000 3,441 3,441 

事業年度中の変動額  

 当期純利益  

 自己株式の取得  

 株主資本以外の項目の 
     事業年度中の変動額(純額) 

 

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ― 

平成19年３月31日残高(千円) 1,205,000 3,441 3,441 

 

株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金
 

繰越利益剰余金
利益剰余金合計

自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(千円) △982,352 △982,352 △2,598 223,490 

事業年度中の変動額  

 当期純利益 58,475 58,475 58,475 

 自己株式の取得 △330 △330 

 株主資本以外の項目の 
     事業年度中の変動額(純額) 

 

事業年度中の変動額合計(千円) 58,475 58,475 △330 58,114 

平成19年３月31日残高(千円) △923,877 △923,877 △2,929 281,635 

 

評価・換算差額等 

 その他 
    有価証券 
    評価差額金

土地再評価 
    差額金 

評価・換算 
    差額等合計

純資産合計 

平成18年３月31日残高(千円) 47,411 266,419 313,830 537,321 

事業年度中の変動額  

 当期純利益 58,475 

 自己株式の取得 △330 

 株主資本以外の項目の 
     事業年度中の変動額(純額) 

△7,030 △7,030 △7,030 

事業年度中の変動額合計(千円) △7,030 ― △7,030 51,114 

平成19年３月31日残高(千円) 40,380 266,419 306,800 588,435 
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［訂正前］ 

当事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

 
株主資本 

資本剰余金  
資本金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成19年３月31日残高(千円) 1,205,000 3,441 3,441 

事業年度中の変動額  

 当期純利益  

 自己株式の取得  

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 

 

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ― 

平成20年３月31日残高(千円) 1,205,000 3,441 3,441 

 

株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金
 

繰越利益剰余金
利益剰余金合計

自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高(千円) △864,594 △864,594 △2,929 340,918 

事業年度中の変動額  

 当期純利益 17,607 17,607 17,607 

 自己株式の取得 △996 △996 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 

 

事業年度中の変動額合計(千円) 17,607 17,607 △996 16,611 

平成20年３月31日残高(千円) △846,986 △846,986 △3,925 357,529 

 

評価・換算差額等 

 その他 
有価証券 

評価差額金 

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成19年３月31日残高(千円) 40,380 266,419 306,800 647,719 

事業年度中の変動額  

 当期純利益 17,607 

 自己株式の取得 △996 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 

△39,266 △39,266 △39,266 

事業年度中の変動額合計(千円) △39,266 △39,266 △22,655 

平成20年３月31日残高(千円) 1,114 266,419 267,534 625,064 
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［訂正後］ 

当事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

 
株主資本 

資本剰余金  
資本金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成19年３月31日残高(千円) 1,205,000 3,441 3,441 

事業年度中の変動額  

 当期純利益  

 自己株式の取得  

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 

 

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ― 

平成20年３月31日残高(千円) 1,205,000 3,441 3,441 

 

株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金
 

繰越利益剰余金
利益剰余金合計

自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高(千円) △923,877 △923,877 △2,929 281,635 

事業年度中の変動額  

 当期純利益 △97,074 △97,074 △97,074 

 自己株式の取得 △996 △996 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 

 

事業年度中の変動額合計(千円) △97,074 △97,074 △996 △98,070 

平成20年３月31日残高(千円) △1,020,951 △1,020,951 △3,925 183,564 

 

評価・換算差額等 

 その他 
有価証券 

評価差額金 

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成19年３月31日残高(千円) 40,380 266,419 306,800 588,435 

事業年度中の変動額  

 当期純利益 △97,074 

 自己株式の取得 △996 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 

△39,266 △39,266 △39,266 

事業年度中の変動額合計(千円) △39,266 △39,266 △137,336 

平成20年３月31日残高(千円) 1,114 266,419 267,534 451,099 
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［訂正前］ 

 (4) キャッシュ・フロー計算書 

  

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日)

当事業年度 

(自 平成19年４月１日  

 至 平成20年３月31日) 

比較増減 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

  税引前当期純利益  19,575 24,346 

  減価償却費  27,108 34,916 

  貸倒引当金の増加額  28,430 ― 

  賞与引当金の増加額  3,442 4,181 

  退職給付引当金の増加額  14,789 2,770 

  受取利息及び受取配当金  △5,019 △6,486 

  支払利息  51,415 57,779 

  手形売却損  14,448 14,409 

  たな卸資産除却損  6,667 ― 

  たな卸資産評価損  27,103 ― 

  ゴルフ会員権貸倒引当金戻入益  △580 ― 

  ゴルフ会員権貸倒引当金繰入額  ― 910 

  貸倒引当金繰入額  463 ― 

  貸倒引当金戻入額  ― △8,005 

  固定資産売却益  △106 ― 

  固定資産除却損  20 562 

  役員特別退職金  800 ― 

  抱合せ株式消滅差損  24,829 ― 

  売上債権の増加額  △121,920 △101,689 

  たな卸資産の増減額  △214,712 251,583 

  仕入債務の増減額  116,095 △115,642 

  未払金の増減額  △5,891 8,557 

  未払消費税等の増減額  △9,765 29,946 

  その他  △62,195 11,175 

    小計  △85,001 209,316 294,318

  利息及び配当金の受取額  4,691 6,695 

  利息等の支払額  △72,294 △78,569 

  役員特別退職金の支払  △800 ― 

  保険解約による収入  ― 178 

  その他  244 ― 

  法人税等の支払額  △6,273 △6,412 

   営業活動によるキャッシュ・フロー  △159,433 131,207 290,641

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

  別段預金の預入による支出  △9,962 △8,641 

  別段預金の払戻による収入  20,091 ― 

  定期預金の預入による支出  △857,824 △875,238 

  定期預金の払出による収入  895,705 902,968 

  有形固定資産の売却による収入  458 ― 

  有形固定資産の取得による支出  △7,056 △24,072 

  投資有価証券の取得による支出  △2,235 △4,363 

  長期預金預け入れによる支出  ― △4,000 

  その他投資の売却による収入  20 ― 

  その他投資の取得による支出  △5,075 △6,432 
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［訂正後］ 

 (4) キャッシュ・フロー計算書 

  

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日)

当事業年度 

(自 平成19年４月１日  

 至 平成20年３月31日) 

比較増減 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

  税引前当期純利益  64,670 △90,335 

  減価償却費  27,108 34,916 

  貸倒引当金の増加額  28,991 547 

  賞与引当金の増加額  3,442 4,181 

  退職給付引当金の増加額  14,789 2,770 

  受取利息及び受取配当金  △5,019 △6,486 

  支払利息  51,415 57,779 

  手形売却損  14,448 14,409 

  たな卸資産除却損  6,667 ― 

  たな卸資産評価損  27,103 ― 

  ゴルフ会員権貸倒引当金戻入益  △580 ― 

  ゴルフ会員権貸倒引当金繰入額  ― 910 

  貸倒引当金繰入額  463 ― 

  貸倒引当金戻入額  ― △8,005 

  固定資産売却益  △106 ― 

  固定資産除却損  20 562 

  役員特別退職金  800 ― 

  抱合せ株式消滅差損  24,829 ― 

  売上債権の増減額  △227,603 258,198 

  たな卸資産の増減額  △163,649 4,335 

  仕入債務の増減額  116,095 △115,642 

  未払金の増減額  △5,891 28,557 

  未払消費税等の増減額  △4,732 13,383 

  その他  △58,265 9,236 

    小計  △85,001 209,316 294,318

  利息及び配当金の受取額  4,691 6,695 

  利息等の支払額  △72,294 △78,569 

  役員特別退職金の支払  △800 ― 

  保険解約による収入  ― 178 

  その他  244 ― 

  法人税等の支払額  △6,273 △6,412 

   営業活動によるキャッシュ・フロー  △159,433 131,207 290,641

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

  別段預金の預入による支出  △9,962 △8,641 

  別段預金の払戻による収入  20,091 ― 

  定期預金の預入による支出  △857,824 △875,238 

  定期預金の払出による収入  895,705 902,968 

  有形固定資産の売却による収入  458 ― 

  有形固定資産の取得による支出  △7,056 △24,072 

  投資有価証券の取得による支出  △2,235 △4,363 

  長期預金預け入れによる支出  ― △4,000 

  その他投資の売却による収入  20 ― 

  その他投資の取得による支出  △5,075 △6,432 
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［訂正前］ 

 (5) 重要な会計方針 

 
前事業年度 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

１ 有価証券の評価基

準及び評価方法 

   その他有価証券 

     時価のあるもの 

   その他有価証券 

     時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に基づく時価

法 

(評価差額は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は、移動平均法に

より算定) 

  

２ たな卸資産の評価

基準及び評価方法 

(1) 製品、仕掛品 

個別法による原価法 

(1) 製品、仕掛品 

同左 

 (2) 原材料 

移動平均法による原価法 

(2) 原材料 

同左 

 (3) 貯蔵品 

最終仕入原価法 

(3) 貯蔵品 

同左 

３ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。なお、耐用

年数及び残存価額については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

但し、平成10年４月１日以降取得した

建物(附属設備を除く)については、定

額法を採用しております。 

  なお、減損処理した資産については

耐用年数を経済的残存使用年数、ま

た、残存価格を耐用年数到来時点の正

味売却価額としております。 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (会計方針の変更)  

 法人税法の改正((所得税法等の一部を

改正する法律 平成19年3月30日 法律

第６号)及び(法人税法施行令の一部を改

正する政令 平成19年3月30日政令第83

号))に伴い、平成19年４月１日以降に取

得したものについては、改正後の法人税

法に基づく方法に変更しております。 

 この変更に伴う損益に与える影響は軽

微であります。  

 (追加情報)  

 当事業年度から平成19年3月31日以前

に取得したものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌年から５年間

で均等償却する方法によっております。 

 これに伴い、従来の方法によった場合

と比べ、売上総利益、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益がそれぞれ

3,895千円減少しております。 

 (2) 長期前払費用 

  均等償却によっております。 

  なお、償却期間は、経済的耐用年数

（10年）としております。 

(2) 長期前払費用 

同左 
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［訂正後］ 

 (5) 重要な会計方針 

 
前事業年度 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

１ 有価証券の評価基

準及び評価方法 

   その他有価証券 

     時価のあるもの 

   その他有価証券 

     時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に基づく時価

法 

(評価差額は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は、移動平均法に

より算定) 

  

２ たな卸資産の評価

基準及び評価方法 

(1) 製品、仕掛品 

個別法による原価法 

(1) 製品、仕掛品 

同左 

 (2) 原材料 

移動平均法による原価法 

(2) 原材料 

同左 

 (3) 貯蔵品 

最終仕入原価法 

(3) 貯蔵品 

同左 

３ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。なお、耐用

年数及び残存価額については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

但し、平成10年４月１日以降取得した

建物(附属設備を除く)については、定

額法を採用しております。 

  なお、減損処理した資産については

耐用年数を経済的残存使用年数、ま

た、残存価格を耐用年数到来時点の正

味売却価額としております。 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (会計方針の変更)  

 法人税法の改正((所得税法等の一部を

改正する法律 平成19年3月30日 法律

第６号)及び(法人税法施行令の一部を改

正する政令 平成19年3月30日政令第83

号))に伴い、平成19年４月１日以降に取

得したものについては、改正後の法人税

法に基づく方法に変更しております。 

 この変更に伴う損益に与える影響は軽

微であります。  

 (追加情報)  

 当事業年度から平成19年3月31日以前

に取得したものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌年から５年間

で均等償却する方法によっております。 

 これに伴い、従来の方法によった場合

と比べ、売上総利益が3,895千円減少

し、営業損失、経常損失及び税引前当期

純損失がそれぞれ3,895千円増加してお

ります。 
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 (2) 長期前払費用 

  均等償却によっております。 

  なお、償却期間は、経済的耐用年数

（10年）としております。 

(2) 長期前払費用 

同左 
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［訂正前］ 

 (会計処理の変更) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 
 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月9日
企業会計基準第5号)及び「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員
会 平成17年12月9日 企業会計基準適用指針第8号)を
適用しております。  
 これによる損益に与える影響はありません。  
 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は
647,719千円であります。 
 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財
務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しており
ます。 

――――― 

 

(企業結合に係る会計基準等) 
 当事業年度から「企業結合に係る会計基準」(企業会
計審議会 平成15年10月31日)及び「事業分離等に関す
る会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月27日
企業会計基準第7号)並びに「企業結合会計基準及び事業
分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準委員
会 最終改正平成18年12月22日 企業会計基準適用指針
第10号)を適用しております。 
 これにより税引前当期純利益及び当期純利益が24,829
千円減少しております。 

 

(自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等
の一部改正) 
 当事業年度から改正後の「自己株式及び準備金の額の
減少等に関する会計基準」(企業会計基準委員会最終改
正平成18年8月11日 企業会計基準第1号)及び「自己株式
及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指針」
(企業会計基準委員会 最終改正平成18年8月11日 企業会
計基準適用指針第2号)を適用しております。  
これによる損益に与える影響はありません。   
 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財
務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しており
ます。  

 

(たな卸資産の評価損及び除却損の会計処理について) 
  たな卸資産評価損及び除却損は、従来特別損失として
処理しておりましたが、当下半期より、売上原価として
計上する方法に変更いたしました。  
 この変更は、継続して実施しておりました滞留たな卸
資産の評価額の見直しを実施したこと、及びこれに伴い
製品の評価の方法に関する内規見直しを実施したことに
より、今後発生するたな卸資産の評価損が経常的なもの
となると考えられることによります。  
 なお、当該会計処理の変更が当下半期に行われたの
は、上記の見直しが当上半期をもって完了したことによ
ります。従って、当中間期は従来の方法によっており、
変更後の方法によった場合と比べ、当中間期の営業利益
及び経常利益は33,770千円多く計上されております。 
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［訂正後］ 

 (会計処理の変更) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 
 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月9日
企業会計基準第5号)及び「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員
会 平成17年12月9日 企業会計基準適用指針第8号)を
適用しております。  
 これによる損益に与える影響はありません。  
 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は
588,435千円であります。 
 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財
務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しており
ます。 

――――― 

 

(企業結合に係る会計基準等) 
 当事業年度から「企業結合に係る会計基準」(企業会
計審議会 平成15年10月31日)及び「事業分離等に関す
る会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月27日
企業会計基準第7号)並びに「企業結合会計基準及び事業
分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準委員
会 最終改正平成18年12月22日 企業会計基準適用指針
第10号)を適用しております。 
 これにより税引前当期純利益及び当期純利益が24,829
千円減少しております。 

 

(自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等
の一部改正) 
 当事業年度から改正後の「自己株式及び準備金の額の
減少等に関する会計基準」(企業会計基準委員会最終改
正平成18年8月11日 企業会計基準第1号)及び「自己株式
及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指針」
(企業会計基準委員会 最終改正平成18年8月11日 企業会
計基準適用指針第2号)を適用しております。  
これによる損益に与える影響はありません。   
 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財
務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しており
ます。  

 

(たな卸資産の評価損及び除却損の会計処理について) 
  たな卸資産評価損及び除却損は、従来特別損失として
処理しておりましたが、当下半期より、売上原価として
計上する方法に変更いたしました。  
 この変更は、継続して実施しておりました滞留たな卸
資産の評価額の見直しを実施したこと、及びこれに伴い
製品の評価の方法に関する内規見直しを実施したことに
より、今後発生するたな卸資産の評価損が経常的なもの
となると考えられることによります。  
 なお、当該会計処理の変更が当下半期に行われたの
は、上記の見直しが当上半期をもって完了したことによ
ります。従って、当中間期は従来の方法によっており、
変更後の方法によった場合と比べ、当中間期の営業利益
及び経常利益は33,770千円多く計上されております。 
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［訂正前］ 

 (損益計算書関係) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

※１ 売上原価の中には、製品評価損16,003千円が含ま

れております。 

※１ 売上原価の中には、製品評価損33,673千円が含ま

れております。 

※２ 他勘定受入高590千円は、子会社合併により製品

を受け入れたものであります。 

※２ 他勘定受入高14,000千円は、返品により製品を受

け入れたものであります。 

※３ 他勘定振替高29,604千円は特別損失(たな卸資産

評価損26,103千円、たな卸資産除却損2,000千円)

及び機械及び装置1,500千円に振替えたものであ

ります。 

※３ 他勘定振替高64,869千円は機械及び装置64,869千

円に振替えたものであります。 

※４ 固定資産売却益は次の通りであります。 

 機械及び装置 106千円
 

※４          ―― 

 

※５ 固定資産除却損は次の通りであります。 

 工具器具及び備品 20千円
 

※５ 固定資産除却損は次の通りであります。 

 工具器具及び備品 114千円

 機械及び装置 447千円
 

※６ 一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究

開発費は20,017千円であります。 

※６ 一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究

開発費は27,560千円であります。 
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［訂正後］ 

 (損益計算書関係) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

※１ 売上原価の中には、製品評価損16,003千円が含ま

れております。 

※１ 売上原価の中には、製品評価損33,673千円が含ま

れております。 

※２ 他勘定受入高590千円は、子会社合併により製品

を受け入れたものであります。 

※２ 他勘定受入高14,000千円は、返品により製品を受

け入れたものであります。 

※３ 他勘定振替高29,604千円は特別損失(たな卸資産

評価損26,103千円、たな卸資産除却損2,000千円)

及び機械及び装置1,500千円に振替えたものであ

ります。 

※３ 他勘定振替高64,869千円は機械及び装置64,869千

円に振替えたものであります。 

※４ 固定資産売却益は次の通りであります。 

 機械及び装置 106千円
 

※４          ―― 

 

※５ 固定資産除却損は次の通りであります。 

 工具器具及び備品 20千円
 

※５ 固定資産除却損は次の通りであります。 

 工具器具及び備品 114千円

 機械及び装置 447千円
 

※６ 一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究

開発費は20,017千円であります。 

※６ 一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究

開発費は16,131千円であります。 
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［訂正前］ 

 (税効果会計関係) 

 
前事業年度 

(平成19年３月31日) 
当事業年度 

(平成20年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(繰延税金資産) 

 投資有価証券評価損 1,924千円

 賞与引当金 6,744千円

 たな卸資産評価損 29,529千円

 貸倒引当金損金 
 算入限度超過額 

58,309千円

 ゴルフ会員権評価損 11,845千円

 退職給付引当金 43,278千円

 減損損失 38,791千円

 繰越欠損金 304,906千円

 その他 15,682千円

 繰延税金資産小計 511,015千円

 評価性引当額 △511,015千円

 繰延税金資産合計 ―千円

(繰延税金負債) 

 その他有価証券差額金 △27,372千円

 繰延税金負債合計 △27,372千円

繰延税金負債の純額 △27,372千円
  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(繰延税金資産) 

 投資有価証券評価損 1,924千円

 賞与引当金 8,433千円

 たな卸資産評価損 26,985千円

 貸倒引当金損金 
 算入限度超過額 

37,382千円

 ゴルフ会員権評価損 11,845千円

 退職給付引当金 44,398千円

 減損損失 37,930千円

 繰越欠損金 311,898千円

 その他 16,808千円

 繰延税金資産小計 497,608千円

 評価性引当額 △497,608千円

 繰延税金資産合計 ―千円

(繰延税金負債) 

 その他有価証券差額金 △1,217千円

 繰延税金負債合計 △1,217千円

繰延税金負債の純額 △1,217千円
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％

(調整) 

交際費等永久に損金に算入されない 
項目 

15.5％

住民税均等割等 31.7％

繰越欠損金控除額 △30.6％

その他の評価性引当額 △25.3％

税効果適用後の法人税等の負担率 31.7％
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％

(調整) 

交際費等永久に損金に算入されない 
項目 

13.3％

住民税均等割等 27.7％

その他の評価性引当額 △53.7％

税効果適用後の法人税等の負担率 27.7％
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［訂正後］ 

 (税効果会計関係) 

 
前事業年度 

(平成19年３月31日) 
当事業年度 

(平成20年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(繰延税金資産) 

 投資有価証券評価損 1,924千円

 賞与引当金 6,744千円

 たな卸資産評価損 29,529千円

 貸倒引当金損金 
 算入限度超過額 

58,309千円

 ゴルフ会員権評価損 11,845千円

 退職給付引当金 43,278千円

 減損損失 38,791千円

 繰越欠損金 304,906千円

 その他 15,682千円

 繰延税金資産小計 511,015千円

 評価性引当額 △511,015千円

 繰延税金資産合計 ―千円

(繰延税金負債) 

 その他有価証券差額金 △27,372千円

 繰延税金負債合計 △27,372千円

繰延税金負債の純額 △27,372千円
  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(繰延税金資産) 

 投資有価証券評価損 1,924千円

 賞与引当金 8,433千円

 たな卸資産評価損 26,985千円

 貸倒引当金損金 
 算入限度超過額 

37,382千円

 ゴルフ会員権評価損 11,845千円

 退職給付引当金 44,398千円

 未払金           32,000千円

 減損損失 37,930千円

 売掛金 212,786千円

 たな卸資産 △150,744千円

 繰越欠損金 311,898千円

 その他 16,808千円

 繰延税金資産小計 591,579千円

 評価性引当額 △591,579千円

 繰延税金資産合計 ―千円

(繰延税金負債) 

 その他有価証券差額金 △1,217千円

 繰延税金負債合計 △1,217千円

繰延税金負債の純額 △1,217千円
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％

(調整) 

交際費等永久に損金に算入されない 
項目 

4.7％

住民税均等割等 9.6％

繰越欠損金控除額 △37.4％

その他の評価性引当額 △7.7％

税効果適用後の法人税等の負担率 9.6％
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％

(調整) 

交際費等永久に損金に算入されない 
項目 

△5.2％

住民税均等割等 △10.9％

その他の評価性引当額 △35.2％

税効果適用後の法人税等の負担率 △10.9％
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［訂正前］ 

(１株当たり情報) 

 

 
前事業年度 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

１株当たり純資産額 82円36銭 79円53銭

１株当たり当期純利益 1円70銭 2円23銭

 なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、潜在

株式が存在しないため記載して

おりません。 

なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、潜在

株式が存在しないため記載して

おりません。 

   

     (注) 算定上の基礎 

  １ 1株当たり純資産額 

項目 前事業年度 
(平成19年3月31日) 

当事業年度 
(平成20年3月31日) 

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 647,719 625,064

普通株式に係る純資産額(千円) 647,719 625,064

差額の主な内訳 ― ―

普通株式の発行済株式数(千株) 7,888 7,888

普通株式の自己株式数(千株) 25 30

1株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株) 

7,863 7,858

 

  ２ 1株当たり当期純利益又は当期純損失(△) 

項目 
前事業年度 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

 損益計算書上の当期純利益(千円) 13,379 17,607

 普通株式に係る当期純利益(千円) 13,379 17,607

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

 普通株式の期中平均株式数(千株) 7,864 7,860
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［訂正後］ 

(１株当たり情報) 

 

 
前事業年度 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

１株当たり純資産額 74円83銭 57円40銭

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失（△） 

7円44銭 △12円35銭

 なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、潜在

株式が存在しないため記載して

おりません。 

なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、潜在

株式が存在しないため記載して

おりません。 

   

     (注) 算定上の基礎 

  １ 1株当たり純資産額 

項目 前事業年度 
(平成19年3月31日) 

当事業年度 
(平成20年3月31日) 

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 588,435 451,099

普通株式に係る純資産額(千円) 588,435 451,099

差額の主な内訳 ― ―

普通株式の発行済株式数(千株) 7,888 7,888

普通株式の自己株式数(千株) 25 30

1株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株) 

7,863 7,858

 

  ２ 1株当たり当期純利益又は当期純損失(△) 

項目 
前事業年度 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

 損益計算書上の当期純利益(千円) 58,745 △97,074

 普通株式に係る当期純利益(千円) 58,745 △97,074

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

 普通株式の期中平均株式数(千株) 7,864 7,860
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［訂正前］ 

５ その他 

生産、受注及び販売の状況 

(1) 生産実績 

(単位千円) 

事業部門 
前事業年度  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

当事業年度  
(自 平成19年４月１日  
至 平成20年３月31日)

増減 

インフレーション成形機事業 984,384 1,514,500 530,116

ブロー成形機事業 1,151,427 901,705 △249,722

リサイクル装置事業 462,629 957,063 494,434

合計 2,598,440 3,373,268 774,828

(注) １ 金額は、販売価格であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(2) 受注実績 

(単位千円) 
前事業年度  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当事業年度  
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

増減 
事業部門 

受注額 受注残高 受注額 受注残高 受注額 受注残高 

インフレーション成形機事業 1,178,868 361,209 1,618,636 467,190 439,768 105,981

ブロー成形機事業 1,503,364 414,490 861,417 210,800 △641,947 △203,690

リサイクル装置事業 473,755 339,460 717,721 158,510 243,966 △180,950

合計 3,155,987 1,115,159 3,197,774 836,500 41,787 △278,659

(注) １ 金額は、販売価格であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 部品については、受注高及び受注残高に含まれておりません。 

 

(3) 販売実績 

(単位千円) 

事業部門 
前事業年度  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

当事業年度  
(自 平成19年４月１日  
至 平成20年３月31日)

増減 

インフレーション成形機事業 1,249,004 1,512,655 263,650

ブロー成形機事業 1,296,314 1,065,107 △231,206

リサイクル装置事業 382,925 898,671 515,746

メンテナンス事業 374,806 388,620 13,814

合計 3,303,050 3,865,054 562,004

(注) １ 金額は、販売価格であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
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［訂正後］ 

５ その他 

生産、受注及び販売の状況 

(1) 生産実績 

(単位千円) 

事業部門 
前事業年度  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

当事業年度  
(自 平成19年４月１日  
至 平成20年３月31日)

増減 

インフレーション成形機事業 984,384 1,514,500 530,116

ブロー成形機事業 1,151,427 901,705 △249,722

リサイクル装置事業 462,629 957,063 494,434

合計 2,598,440 3,373,268 774,828

(注) １ 金額は、販売価格であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(2) 受注実績 

(単位千円) 
前事業年度  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当事業年度  
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

増減 
事業部門 

受注額 受注残高 受注額 受注残高 受注額 受注残高 

インフレーション成形機事業 1,178,868 314,759 1,618,636 598,540 439,768 283,781

ブロー成形機事業 1,503,364 491,890 861,417 214,400 △641,947 △277,490

リサイクル装置事業 473,755 207,860 717,721 366,310 243,966 158,450

合計 3,155,987 1,014,509 3,197,774 1,179,250 41,787 164,741

(注) １ 金額は、販売価格であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 部品については、受注高及び受注残高に含まれておりません。 

 

(3) 販売実績 

(単位千円) 

事業部門 
前事業年度  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

当事業年度  
(自 平成19年４月１日  
至 平成20年３月31日)

増減 

インフレーション成形機事業 1,295,454 1,381,305 85,851

ブロー成形機事業 1,218,914 1,061,507 △157,407

リサイクル装置事業 514,525 690,871 176,346

メンテナンス事業 374,806 388,620 13,814

合計 3,403,700 3,522,304 118,604

(注) １ 金額は、販売価格であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
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